
普及活動情勢報告（令和４年９月分）

安芸農業振興センター農業改良普及課

「若い助っ人」が入隊 ～室戸市日南・大平集落活動センター～

８月１日から、室戸市日南・大平集落活動センター「ひなたぼっ
こ」に、地域おこし協力隊として愛知県出身の22才男性が加わりま
した。主な業務は同センターが運営する協同農園で、地域の伝統野
菜である「ぼたなす」を構成員とともに管理することです。
農業改良普及課室戸支所は、「ぼたなす」の収穫・整枝方法や、

かん水・施肥・防除などの基本管理を中心に支援しています。
来年からは勤務外の時間に、自らも「ぼたなす」を経営したいと

早くも意気込みを見せていました。
今後は、関係機関と連携して、本人の意向と地元の受入意思を確

認しながら、地域への定住を目指して支援します。

奈半利町新規就農者がナス栽培開始 ～苗定植にかかる労働時間調査～

８月 29 日、奈半利町のナス新規就農者が定植作業をするに当たっ
て、どのくらいの時間がかかり、どのような作業量なのか調査を行
いました。
苗の配布から支柱立てまでの一連の作業を計測すると、37 株当た

り 25～35 分かかりました。今回の調査結果から、もし一人で作業を
行うと 20a（2,000 株）で 27 時間かかることとなり、生産者からは
「次年度の作業方法を見直したり、手伝いの人員を増やすことを検
討したい」といった声が上がりました。
今後も新規就農者の全作業について、軽労働化が図れるよう支援

していきます。

データ駆動型農業の推進 ～芸西ピーマン部会～

８月 31 日、ＪＡ高知県芸西支所で芸西ピーマン部会が開催され、
23 人の生産者が参加しました。
農業改良普及課は、データ駆動型農業の推進として、高知県が運

用する IoP クラウド「SAWACHI」への加入を生産者に呼びかけまし
た。
実際に SAWACHI を利用している生産者から、「みんなの出荷デー

タが集まれば、販売にも活用できる。」といった呼びかけもありま
した。
会の終了後には、ピーマン部会員（30 人）の 60%（17 人）が申込

みいただきました。
農業改良普及課は、データに基づいたより良い営農指導を行い、

生産者が「楽しく！楽に！儲かる！」農業を目指します。

SAWACHI 実証農家の
ハウス



新規就農者を訪問 ～芸西村新規就農者巡回～

９月８日、ＪＡと芸西村及び農業改良普及課で新規就農者８人を
対象にフォローアップ巡回を実施しました。
ナスの生産者は多くが定植直後のため、農業改良普及課では今後

の栽培管理、スケジュール等を共に確認し、収穫期に向けた指導を
実施しました。生産者からは「昨年以上に収穫できるように管理を
徹底する」との力強い声が聞かれました。
農業改良普及課は引き続き、新規就農者が初期から安定した営農

ができるよう技術・経営両面で支援していきます。

イチジクの有利販売に向けて ～なはりの郷９月定例会～

９月８日、（一社）なはりの郷が農業部門定例会を開催し、関係
機関も合わせて８人が参加しました。
８月の調査で収穫のタイミング等に個人差が大きいことが判明し

たため、今後の有利販売に向け、販売担当者にも出席を依頼し、収
穫状況や販売実績を共有しました。
栽培、販売のそれぞれの担当者から、「目安があった方が品質を

統一しやすい」といった意見が聞かれ、農業改良普及課の作成した
収穫目安を統一するための果実の色づき別のカラーチャート（案）
について協議し、色づきの目安を決定しました。
農業改良普及課は、今後もイチジクの有利販売に向けて栽培・販

売部門に支援していきます。

害虫と天敵について学ぶ ～第 3 回農業基礎講座～

９月 13 日、「施設ハウスでの害虫と天敵について」をテーマに農
業基礎研修講座を芸西村で開催し、新規就農者等 19 人が参加しまし
た。
９月はナス、ピーマンの生育初期で天敵の導入時期であることか

ら、講義では天敵利用のポイントを、また現地では他の農家の栽培
方法や天敵等をどのように利用し防除しているかを学びました。参
加者からは「これまでなんとなく利用していた天敵の利用方法が分
かった」などの感想が出されました。
次回は 10 月に「ハウス内の環境」について開催予定です。



新商品「冷凍揚げなす」試作中

～日本一のナス産地拡大クラスタープロジェクト～

９月15日開催の６次産業化セミナー実践コース（Ⅲ）に(有)安芸
グループふぁーむの代表と関係機関が出席しました。
セミナーでは、事前に工業技術センターで試作した「冷凍揚げな

す」を持ち込み、揚げ温度や時間などを検討したことで、調理方法
が決定しました。
また、加工の際のなす搬入から製品仕上りまでの作業工程につい

て指導を受けました。
農業改良普及課は、新商品開発に向けて今後も関係機関と連携を

取りながら支援していきます。


